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左右される（伊丹 [1980] 125 ページ）2)。また、重
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八十年誌編纂室 [1959] 66-73 ページ）。
　製塩業は、大蔵省専売局の専売制度（戦後は専売
局が大蔵省から独立）のもと、戦後も発展をつづけ

















委員会編 [1996] 1159 ページ；日本たばこ産業株式









際、香川県は全国の 44％を占める 966 ヘクタール





困難であったこと（重見 [1993] 201 ページ）、第
三次塩業整備とは異なり工業転用の潮流が過ぎ去っ































人当たり県民所得の全国比が 1955 年の 106％から
1965 年の 83％へ低下している点も注目される（菊













































史編集委員会 [1979] 25-30 ページ）。




























丸亀市の人口は、1970 年時点で約 5万 9千人で
あり、丸亀市は、香川県の中では高松市の約 27 万
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わせてみると、1965 年から 69 年の間に登場した
香川県内の工業用水道需要は、丸亀市のものではな
かったということがわかる 14)。同市では工業用水需







































































































港は 15 ,000 トンの貨物船も入港できる貿易港と
































が日量 9万 5千トンから 14 万トンへ、「高松地区」
が日量 4万 4千トンから 3万トンへ、「観音寺・詫







は、日量で番の州地区 7万トン・宇多津地区 2万 6






















































































業史」編集委員会 [1974] 479-480 ページ）。なお、
この塩田は、中央開墾が、「塩田計画未完成のまま
放置されていた」海面を買収して開発したものであ
る（丸亀市史編さん委員会編 [1996] 559 ページ）。
この丸亀の製塩業は、渋沢栄一伝記資料の中で「丸
亀塩田ハ会社ニ於テ製塩事業ヲ経営シテ、会社経費
4 4 4 4
ヲ産ミ出ス基礎トナス方針
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ニテ…完成ノ上ハ製塩ヲ
自営スルモ利益アリ、又、塩田ヲ売却スルモ可能ナ








































































































































































































































































1) 坂口 [1981] は、香川県の開発について「国の工
業化政策からは完全に外された」と指摘している。




れている。また、塩業資料室 [1973] の 89 ページ
でも類似した点が指摘されている。







業資料室 [1973] 88 ページ）。
4) 本項の記述は、鈴木 [2007]、岡田 [2005] に基づ
いている。 
5) 瀬戸内海沿岸地域の工業開発については、菊地






八十年誌編纂室 [1959] 731̶733 ページ）。
8) なお、廃業者には交付金等の助成措置がなされて




る（塩業資料室 [1973] 85-9 ページ）。
















15) 「丸亀市では昭和 39年（1964 年）から開墾塩
業 KK の旧塩田、約 10 万坪を中心とした臨海工
業地帯の埋め立て計画に着手」とされている（今
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（今治造船株式会社 [1977] 129 ページ）という。
18) 同書によれば、坂出市の番の州工業地帯造成事
業も同様の方式であったという。











21) 本稿の 2章 1節（１）を参照。
22) 『丸亀市議会十一月臨時会会議録』昭和 39 年
11月 14日付。
















28) 今治造船株式会社 [1977] のなかで、丸亀市企画
室長として臨海開発事業を担当した大倉国男氏の
回想が紹介されている。






















34) 重見 [1993] によれば、このような方式を「坂出
方式」といい、「蓬莱塩田…でも同様の方法がと
られた」（重見 [1993] 197 ページ）。
35) 中央開発橘節哉氏へのヒアリングによる。
36) 丸亀市山田哲也氏へのヒアリングによる。














comp/news/170922.html、 2017 年 11 月 13 日
アクセス）。
塩業資料室 [1973]「香川県下における最近の塩業整
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